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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第91期
第３四半期
累計期間

第92期
第３四半期
累計期間

第91期

会計期間

(自 平成23年
 ４月１日

至 平成23年
 12月31日)

(自 平成24年
 ４月１日

至 平成24年
 12月31日)

(自 平成23年
 ４月１日

至 平成24年
 ３月31日)

経常収益 百万円 8,654 7,623 11,395

経常利益 百万円 948 774 1,404

四半期純利益 百万円 443 452 ―

当期純利益 百万円 ― ― 568

持分法を適用した場合の
投資利益

百万円 ― ― ―

資本金 百万円 2,500 2,500 2,500

発行済株式総数 千株 27,371 27,371 27,371

純資産額 百万円 20,122 21,779 21,060

総資産額 百万円 486,158 487,574 468,311

１株当たり四半期純利益
金額

円 16.34 16.70 ―

１株当たり当期純利益
金額

円 ― ― 20.96

潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額

円 ― ― ―

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額

円 ― ― ―

１株当たり配当額 円 2.50 2.50 5.00

自己資本比率 ％ 4.13 4.46 4.49

 

回次
第91期
第３四半期
会計期間

第92期
第３四半期
会計期間

会計期間

(自 平成23年
10月１日

至 平成23年
12月31日)

(自 平成24年
10月１日

至 平成24年
12月31日)

１株当たり四半期純損失
金額(△)

円 △20.70 △0.49

 (注) １．当行は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移については

記載しておりません。

２．消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

３．当行は関連会社がないため、「持分法を適用した場合の投資利益」の記載はしておりません。

４．「潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額」及び「潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額」については、

潜在株式がないため記載しておりません。

５．第３四半期累計期間に係る１株当たり情報の算定上の基礎は、「第４　経理の状況」中、「１　四半期財務諸表」の

「１株当たり情報」に記載しております。

６．「自己資本比率」は、(四半期)期末純資産の部合計を(四半期)期末資産の部の合計で除して算出しております。

 ２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当行が営む事業の内容については、重要な変更はありません。また、関係会社に

ついては、該当ありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクの内容に重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

① 経営成績の分析

当第３四半期累計期間の経営成績につきましては、経常収益は、その他業務収益の減少等を主因に前年同期比１

０億３１百万円減少し７６億２３百万円となりました。

一方、経常費用は、その他経常費用の減少等を主因に前年同期比８億５６百万円減少し６８億４９百万円となり

ました。

その結果、経常利益は前年同期比１億７４百万円減少の７億７４百万円となり、四半期純利益につきましては、

前年同期比９百万円増加の４億５２百万円となりました。

② 財政状態の分析

（主要勘定の状況）

当第３四半期末の主要勘定残高につきましては、預金及び譲渡性預金は、前事業年度末比２５５億７百万円増加

の４，６０７億２９百万円となりました。貸出金につきましても、前事業年度末比５５億５５百万円増加の３，４

５５億７８百万円となりました。有価証券につきましては、前事業年度末比３４億３９百万円増加の９６１億３８

百万円となりました。

（資産、負債および純資産の状況）

資産につきましては、コールローンや貸出金等の増加により、前事業年度末比１９２億６３百万円増加の４，８

７５億７４百万円となりました。

負債につきましては、預金等の増加により、前事業年度末比１８５億４４百万円増加の４，６５７億９５百万円

となりました。

純資産につきましては、利益剰余金やその他有価証券評価差額金の増加等により、前事業年度末比７億１９百万

円増加の２１７億７９百万円となりました。
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国内・国際業務部門別収支

(業績説明)

国内業務部門では、資金運用収支は6,275百万円、役務取引等収支は134百万円、その他業務収支は0百万円とな

り、国際業務部門では、資金運用収支は2百万円、役務取引等収支は1百万円、その他業務収支は4百万円となりま

した。

合計では、資金運用収支は6,277百万円、役務取引等収支は135百万円、その他業務収支は4百万円となりまし

た。

 

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

資金運用収支
前第３四半期累計期間 6,489 31 6,521

当第３四半期累計期間 6,275 2 6,277

　うち資金運用収益
前第３四半期累計期間 7,033 45

13
7,065

当第３四半期累計期間 6,786 8
6

6,788

　うち資金調達費用
前第３四半期累計期間 544 13

13
544

当第３四半期累計期間 511 6
6
511

役務取引等収支
前第３四半期累計期間 123 1 124

当第３四半期累計期間 134 1 135

　うち役務取引等収益
前第３四半期累計期間 661 4 666

当第３四半期累計期間 709 5 714

　うち役務取引等費用
前第３四半期累計期間 537 3 541

当第３四半期累計期間 574 3 578

その他業務収支
前第３四半期累計期間 705 2 708

当第３四半期累計期間 0 4 4

　うちその他業務収益
前第３四半期累計期間 705 2 708

当第３四半期累計期間 0 4 4

　うちその他業務費用
前第３四半期累計期間 ― ― ―

当第３四半期累計期間 ― ― ―

(注) １．国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引であります。

ただし、円建対非居住者取引は、国際業務部門に含めております。

２．資金運用収益及び資金調達費用の合計欄の上段の計数は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利息であ

ります。

 

 

EDINET提出書類

株式会社福岡中央銀行(E03666)

四半期報告書

 5/20



国内・国際業務部門別役務取引の状況

(業績説明)

役務取引等収益は、714百万円となりました。

役務取引等費用は、578百万円となりました。

 

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

役務取引等収益
前第３四半期累計期間 661 4 666

当第３四半期累計期間 709 5 714

　うち預金・貸出業務
前第３四半期累計期間 74 ― 74

当第３四半期累計期間 82 ― 82

　うち為替業務
前第３四半期累計期間 264 4 268

当第３四半期累計期間 266 5 271

　うち証券関連業務
前第３四半期累計期間 63 ― 63

当第３四半期累計期間 94 ― 94

　うち代理業務
前第３四半期累計期間 52 ― 52

当第３四半期累計期間 57 ― 57

　うち保護預り
貸金庫業務

前第３四半期累計期間 23 ― 23

当第３四半期累計期間 23 ― 23

　うち保証業務
前第３四半期累計期間 1 ― 1

当第３四半期累計期間 1 ― 1

役務取引等費用
前第３四半期累計期間 537 3 541

当第３四半期累計期間 574 3 578

　うち為替業務
前第３四半期累計期間 63 3 67

当第３四半期累計期間 63 3 67

(注)　国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引であります。

ただし、円建対非居住者取引は、国際業務部門に含めております。
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国内・国際業務部門別預金残高の状況

○　預金の種類別残高(末残)

 

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

預金合計
前第３四半期会計期間 446,689 113 446,802

当第３四半期会計期間 455,886 146 456,032

　うち流動性預金
前第３四半期会計期間 158,945 99 159,044

当第３四半期会計期間 168,353 132 168,485

　うち定期性預金
前第３四半期会計期間 287,062 13 287,076

当第３四半期会計期間 285,646 13 285,659

　うちその他
前第３四半期会計期間 682 ― 682

当第３四半期会計期間 1,887 ― 1,887

譲渡性預金
前第３四半期会計期間 6,551 ― 6,551

当第３四半期会計期間 4,696 ― 4,696

総合計
前第３四半期会計期間 453,241 113 453,354

当第３四半期会計期間 460,583 146 460,729

(注) １．流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金

２．定期性預金＝定期預金＋定期積金

３．国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引であります。
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国内・国際業務部門別貸出金残高の状況

○　業種別貸出状況(末残構成比)

 

業種別

前第３四半期会計期間 当第３四半期会計期間

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

国内業務部門 339,946 100.00 345,578 100.00

　製造業 19,584 5.76 18,564 5.37

　農業，林業 169 0.05 101 0.03

　漁業 182 0.05 187 0.05

　鉱業，採石業，砂利採取業 1,636 0.48 1,591 0.46

　建設業 39,216 11.54 39,176 11.34

　電気・ガス・熱供給・水道業 4,393 1.29 5,185 1.50

　情報通信業 3,524 1.04 2,789 0.81

　運輸業，郵便業 11,667 3.43 11,400 3.30

　卸売業，小売業 36,879 10.85 36,413 10.54

　金融業，保険業 13,212 3.89 10,798 3.12

　不動産業，物品賃貸業 64,438 18.96 66,917 19.36

　各種サービス業 49,941 14.69 52,434 15.17

　地方公共団体 13,239 3.89 16,815 4.87

　その他 81,859 24.08 83,199 24.08

国際業務部門 ― ― ― ―

　製造業 ― ― ― ―

　農業，林業 ― ― ― ―

　漁業 ― ― ― ―

　鉱業，採石業，砂利採取業 ― ― ― ―

　建設業 ― ― ― ―

　電気・ガス・熱供給・水道業 ― ― ― ―

　情報通信業 ― ― ― ―

　運輸業，郵便業 ― ― ― ―

　卸売業，小売業 ― ― ― ―

　金融業，保険業 ― ― ― ―

　不動産業，物品賃貸業 ― ― ― ―

　各種サービス業 ― ― ― ―

　地方公共団体 ― ― ― ―

　その他 ― ― ― ―

合計 339,946―― 345,578――

(注)　国内業務部門は国内店の円建取引であります。国際業務部門は国内店の外貨建取引で、該当はありません。

  

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期累計期間において、当行が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

 

(3) 研究開発活動

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社福岡中央銀行(E03666)

四半期報告書

 8/20



第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成24年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年２月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 27,371,605同左 福岡証券取引所

権利内容に何ら限定のない当
行における標準となる株式
で、単元株式数は1,000株であ
ります。

計 27,371,605同左 ― ―

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

 

 (5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成24年10月１日～
平成24年12月31日

― 27,371 ― 2,500 ― 1,203

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成24年９月30日）に基づく株主名簿による記載をして

おります。

① 【発行済株式】

平成24年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 　269,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式
　　　　26,850,000

26,850 ―

単元未満株式
普通株式 
　　　　　 252,605

― 一単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 27,371,605 ― ―

総株主の議決権 ― 26,850 ―

(注) １. 上記の「完全議決権株式(その他)」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が1千株含まれております。ま

た、「議決権の数」の欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数が1個含まれております。

２．「単元未満株式」には、当行所有の自己株式391株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成24年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社福岡中央銀行

福岡市中央区大名二丁目
12番１号

269,000― 269,000 0.98

計 ― 269,000― 269,000 0.98

 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．当行の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第

63号)に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」(昭

和57年大蔵省令第10号)に準拠しております。

　　

２．当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(自平成24年10月１日　至平成

24年12月31日)及び第３四半期累計期間(自平成24年４月１日　至平成24年12月31日)に係る四半期財務諸表につい

て、新日本有限責任監査法人の四半期レビューを受けております。

　

３．当行は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

現金預け金 21,916 17,670

コールローン － 15,500

買入金銭債権 0 －

有価証券 92,699 96,138

貸出金 ※1
 340,023

※1
 345,578

外国為替 146 216

その他資産 1,753 1,550

有形固定資産 13,822 13,635

無形固定資産 136 118

繰延税金資産 962 546

支払承諾見返 229 195

貸倒引当金 △3,378 △3,575

資産の部合計 468,311 487,574

負債の部

預金 429,378 456,032

譲渡性預金 5,843 4,696

借用金 7,000 －

外国為替 8 －

その他負債 2,168 2,289

役員退職慰労引当金 197 155

睡眠預金払戻損失引当金 110 111

再評価に係る繰延税金負債 2,314 2,314

支払承諾 229 195

負債の部合計 447,251 465,795

純資産の部

資本金 2,500 2,500

資本剰余金 1,203 1,203

利益剰余金 12,910 13,227

自己株式 △119 △119

株主資本合計 16,495 16,812

その他有価証券評価差額金 371 774

土地再評価差額金 4,193 4,193

評価・換算差額等合計 4,565 4,967

純資産の部合計 21,060 21,779

負債及び純資産の部合計 468,311 487,574
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(2)【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

経常収益 8,654 7,623

資金運用収益 7,065 6,788

（うち貸出金利息） 5,871 5,699

（うち有価証券利息配当金） 1,161 1,054

役務取引等収益 666 714

その他業務収益 708 4

その他経常収益 ※1
 213

※1
 116

経常費用 7,705 6,849

資金調達費用 544 511

（うち預金利息） 526 502

役務取引等費用 541 578

営業経費 5,215 5,150

その他経常費用 ※2
 1,404

※2
 609

経常利益 948 774

特別損失 19 13

固定資産処分損 7 13

減損損失 11 －

税引前四半期純利益 929 760

法人税、住民税及び事業税 16 146

法人税等調整額 470 161

法人税等合計 486 308

四半期純利益 443 452
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【会計方針の変更等】

　　　
当第３四半期累計期間
(自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日)

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

　当行は、法人税法の改正に伴い、第１四半期会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産について

は、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

これによる当第３四半期累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

 

【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

※１．貸出金のうち、リスク管理債権は次のとおりであります。

 
前事業年度

(平成24年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成24年12月31日)

破綻先債権額 761百万円 910百万円

延滞債権額 15,277百万円 16,226百万円

３ヵ月以上延滞債権額 ―百万円 ―百万円

貸出条件緩和債権額 2,446百万円 1,515百万円

合計額 18,485百万円 18,651百万円

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

 

(四半期損益計算書関係) 

※１. その他経常収益には、次のものを含んでおります。

 
前第３四半期累計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日)

貸倒引当金戻入益　　  113百万円 　―百万円

 

※２. その他経常費用には、次のものを含んでおります。

 
前第３四半期累計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日)

貸倒引当金繰入額 ―百万円 324百万円

株式等売却損     　　 846百万円      　　  67百万円

株式等償却       　　 361百万円        　 　 34百万円

 (四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　　　当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
(自　平成23年４月１日
 至　平成23年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成24年４月１日
 至　平成24年12月31日)

減価償却費 　 358百万円                   339百万円
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(株主資本等関係)

前第３四半期累計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日)

　１．配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日
定時株主総会

普通株式 67 2.50平成23年３月31日平成23年６月30日
その他
利益剰余金

平成23年11月24日
取締役会

普通株式 67 2.50平成23年９月30日平成23年12月５日
その他
利益剰余金

 

　２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後とな

るもの
 

　該当事項はありません。

 

当第３四半期累計期間(自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日)

　１．配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日
定時株主総会

普通株式 67 2.50平成24年３月31日平成24年６月29日
その他
利益剰余金

平成24年11月29日
取締役会

普通株式 67 2.50平成24年９月30日平成24年12月５日
その他
利益剰余金

 

　２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後とな

るもの
 

　該当事項はありません。

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　　当行は、銀行業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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(有価証券関係)

※１．会社の事業の運営において重要なものであることから記載しております。

※２．四半期貸借対照表の「有価証券」を記載しております。

 

１．満期保有目的の債券

前事業年度(平成24年３月31日)

 

 
貸借対照表
計上額(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

社債 100 96 △3

その他 2,000 1,569 △430

合計 2,100 1,665 △434

 

当第３四半期会計期間(平成24年12月31日)

 

 
四半期貸借対照表
計上額(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

社債 100 97 △2

その他 2,500 2,149 △350

合計 2,600 2,246 △353

 

２．その他有価証券

前事業年度(平成24年３月31日)

 

 取得原価(百万円)
貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

株式 7,076 6,533 △543

債券 75,471 77,521 2,049

　国債 48,756 50,065 1,309

　地方債 1,588 1,621 32

　社債 25,125 25,834 708

その他 6,756 5,899 △856

合計 89,304 89,954 649

 

EDINET提出書類

株式会社福岡中央銀行(E03666)

四半期報告書

16/20



当第３四半期会計期間(平成24年12月31日)

 

 取得原価(百万円)
四半期貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

株式 7,108 6,171 △936

債券 80,919 83,904 2,984

　国債 55,745 57,878 2,133

　地方債 1,823 1,874 50

　社債 23,351 24,151 799

その他 3,440 2,699 △740

合計 91,468 92,775 1,307

(注)　売買目的有価証券以外の有価証券（時価を把握することが極めて困難なものを除く）のうち、当該有価証券の時価が取

得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時

価をもって四半期貸借対照表計上額（貸借対照表計上額）とするとともに、評価差額を当第３四半期累計期間（事業年

度）の損失として処理(以下「減損処理」という。)しております。

前事業年度における減損処理額は、株式397百万円であります。

当第３四半期累計期間における減損処理額は、株式25百万円であります。

また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、発行会社の信用リスク(自己査定における債務者区分、外部

格付等)、過去の一定期間における時価の推移等を勘案した基準により行っております。
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(持分法損益等) 

関連会社がないため記載しておりません。

 

(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、次のとおりであります。
 

  
前第３四半期累計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額  円 16.34 16.70

（算定上の基礎）   

　四半期純利益 百万円 443 452

　普通株主に帰属しない
　金額

百万円 ― ―

　普通株式に係る
　四半期純利益

百万円 443 452

　普通株式の
　期中平均株式数

千株 27,104 27,102

(注)　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないので記載しておりません。

 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

 

２ 【その他】

中間配当

平成24年11月29日開催の取締役会において、第92期の中間配当につき次のとおり決議しました。

中間配当金総額　　　　　　　　　　　　　　67百万円

１株当たりの中間配当金　　　　　　　　　　２円50銭

支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　平成24年12月５日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 

平成25年２月12日

株式会社福岡中央銀行

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　工　　藤　　雅　　春　　㊞

 指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　柴　　田　　祐　　二　　㊞

 指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　宮　　田　　八　　郎　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社福
岡中央銀行の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第92期事業年度の第３四半期会計期間(平成24年10月
１日から平成24年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成24年４月１日から平成24年12月31日まで)に係る四
半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
 
四半期財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務
諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準
拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される
質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥
当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社福岡中央銀行の平成24年12月31日現在の財政状態及び同日
をもって終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点に
おいて認められなかった。
 
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上
 
 ※　１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期財務諸表に添付さ

れる形で当行が別途保管しております。

　　２　四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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